
第１図 Ｍ字型カーブの谷の変化（女性）

〔備考〕 総務省「国勢調査」「就業構造基本調査」より作成。

３０～３４歳だった女性労働力率のＭ字型カーブの谷は、２０１０年の国勢調査で初めて３５～３９歳（６８．０％）にな
っていた。就業構造基本調査でも女性有業率のＭ字カーブの谷は、前回調査（２００７年）の３０～３４歳から２０
１２年調査で３０～３９歳（６７．１％）に移行した。

第２図 正規・非正規雇用者数の変化（男女）

〔備考〕 総務省「就業構造基本調査」より作成。

０７年から１２年の間に会社などの役員を除く雇用者数は５３２２万人から５３５４万人へと３１万人増加した。正規雇
用者（正規の職員・従業員）は男女ともに減少、一方、非正規雇用者（正規の職員・従業員以外の雇用
者）は男女ともに増加し、非正規雇用者数の合計は２０００万人を突破した。
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■正規の職員・従業員以外の雇用者
（パート、アルバイト、労働者派
遣事業所の派遣社員、契約社員、
嘱託、その他）
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■正規の職員・従業員
■パート、アルバイト
□派遣社員、契約社員、嘱託、その他

第３図 各産業の雇用形態別雇用労働者数

〔備考〕 総務省「就業構造基本調査」（２０１２年）より作成。

各産業に従事する雇用労働者数を見ると、最も多いのが製造業で９７３万人、次いで卸売業・小売業の８３５万
人、医療・福祉６７０万人である。正規の職員・従業員に限っても製造業が最も多いが、パート、アルバイ
トでは卸売業・小売業が３５２万人、宿泊業・飲食サービス業が２０４万人と多くの労働者が雇用されている。

第４図 ３０～３４歳男女（年間就業日数２００日以上）で週間就業時間が４３時間以上である割合

〔備考〕 総務省「就業構造基本調査」（２０１２年）より作成。

年間２００日以上就業している３０～３４歳で週間就業時間が法定労働時間を超える４３時間以上である場合は、
正規の職員・従業員では男性は７割、女性で５割を超えている。非正規であっても短時間就業とは限ら
ず、派遣社員や契約社員で長時間働く労働者は少なくない。
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第５図 正規雇用者の所得分布の変化（男女）

〔備考〕 総務省「就業構造基本調査」より作成。

０７年と比べて１２年の男性正規雇用者の所得分布は、１００万円～２９９万円、３００万円～４９９万円の割合が増加、
７００万円～９９９万円、１０００万円以上の割合は減少した。女性正規雇用者の所得分布は、１００万円未満、１００万
円～２９９万円の割合は減少、３００万円～４９９万円、５００～６９９万円の割合は増加した。

第６図 非正規雇用者の所得分布の変化（男女）

〔備考〕 総務省「就業構造基本調査」より作成。

非正規労働者とは、パート、アルバイト、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員、嘱託の合計をさす。
男性非正規雇用者の所得分布は、１００万円未満、１００万円～１９９万円の割合が減少し、２００万円以上の割合が
増加した。女性非正規雇用者の所得分布は、１００万円未満の割合が減少し、１００万円以上の割合が増加した。
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第７図 震災による仕事への影響と現在の就業状態（全国・男性）

〔備考〕 総務省「就業構造基本調査」（２０１２年）より作成。

東日本大震災による仕事への影響があった者は、男女計で５７０万人である。うち、男性は３６２万人で、休職し
た人が１１８．０万人、離職した人が１０．１万人にのぼった。離職した男性のうち、調査時点で正規の職員・従業
員は３３．２％の３．４万人、非正規の職員・従業員は２５．５％の２．６万人、無業者は３５．２％の３．６万人であった。

第８図 震災による仕事への影響と現在の就業状態（全国・女性）

〔備考〕 総務省「就業構造基本調査」（２０１２年）より作成。

東日本大震災による仕事への影響があった女性は２０８万人で、休職した人が８６．６万人、離職した人が１０．９
万人にのぼった。離職した女性のうち、調査時点で正規の職員・従業員は１４．５％の１．６万人に過ぎず、非
正規の職員・従業員は３９．６％の４．３万人、無業者は４５．１％の４．９万人であった。
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